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一般報文 

平成 30 年北海道胆振東部地震における 
下水道管路施設の被害傾向分析 

山路昂央・平出亮輔・濵田知幸・岡安祐司
 

1．はじめに1 

下水道分野の地震に対する防災、減災のための

手引書として『下水道施設の耐震対策指針と解説

(以下「耐震指針」という。 )』がある。1981 年

に耐震指針の初版(1981 年当時は『下水道施設地

震対策指針と解説』 )が発刊されて以降、これま

でに 3 回の改定が行われ、阪神・淡路大震災

(1995 年)、新潟中越地震(2004 年)、東日本大震

災(2011 年)等の巨大地震の教訓を踏まえた耐震化

手法が示されてきた 1)。しかしながら、下水道管

路施設(重要な幹線等)の耐震化は 2017 年度末で

50%程度である。今後も耐震化の整備の推進には、

多くの費用と時間が必要であるため、効率的な整

備計画が重要となる。このため、国土交通省国土

技術政策総合研究所(以下「国総研」という。)で
は、地方公共団体の耐震化のための整備計画策定

の支援を目的に、地震で被災した下水道管路施設

の基本諸元及び被災情報等をまとめた下水道管路

地震被害データベース (以下「DB」という。 )を
運用公開している。  

2018 年(平成 30 年)に発生した北海道胆振東部

地震(以下「本地震」という。)において、多くの

下水道管路施設が被災したため、国総研では DB
の更新を目的に情報収集及び整理を実施した。さ

らにそのデータを用いて傾向分析を行ったので、

──────────────────────── 
Analysis of Sewerage Damage Caused by the 2018 Hokkaido 
Eastern Iburi Earthquake 

本稿ではその結果について紹介する。 

2．下水道管路地震被害データベースの整理

について 

 収集したデータは、本地震における被災路線の

テレビカメラ報告書(人孔目視調査報告書)や災害

査定等の情報であり、各地方公共団体に依頼して

収集した。次に、管属性(管種、管径、土被り等)
や施工方法等の管路施設情報、地形条件、計測震

度等の地震関連情報を用いて整理を行った。なお、

耐震化施工状況については、各地方公共団体への

ヒアリング、仕様書等の発注資料や報告書等で確

認した。以上を踏まえて傾向分析を行った。 

3．下水道管路施設の被害傾向分析 

3.1 北海道胆振東部地震の概要 
 2018 年 9 月 6 日 3 時 7 分に発生した本地震は、

胆振地方中東部を震源として、陸のプレート内で

発生する逆断層型地震であった 2)。震源の深さは

37km であり、地震規模(エネルギー)を表すマグ

ニチュードは 6.7、揺れの強さを表す震度は最大

7 を観測した 3)。写真-1 及び写真-2 は現地調査を

行った際の写真である。 
3.2 傾向分析の結果 
 本地震で下水道管路が被災した 5 地方公共団体

の 472 スパン(人孔被災を含むと 761 スパン)を対

写真-1 下水道管路施設と道路の崩壊  写真-2 マンホール周辺の道路陥没  
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象に被災情報整理を行い、DB の更新を行った。 

なお、被災延長は、対象とした地方公共団体が管

轄する全域又は対象処理区における総延長 (以下、

「総延長」という。)8,515km に対して 20km で

あった。 
 図 -1 は本地震における布設年度別被災延長と

被災率(被災延長/布設総延長)を示したものである。

なお、布設年度が確認できない地方公共団体が

あったため、対象は 4 地方公共団体となる（総延

長 8,396km、被災延長 19km、被災率 0.2%）。

1998 年度から 2003 年度までの被災率は 1.9%と

被害が集中している。これは、1998 年から複数

の地方公共団体が本格的に下水道整備を開始した

が、埋戻し土の液状化対策工法(表-1 参照：①埋戻

し部の締固め度を 90%以上により過剰間隙水圧を

小さくする、②砕石等による埋戻しにより過剰間

隙水圧を消散させる、③地下水位以深を固化改良

土で埋戻して非液状化層とする)が示される以前で

あったため、被災した下水道管路が、対策工法で

施工されていないことが原因と思われる。このた

め、埋戻し土の液状化対策工法(緊急提言)が示さ

れた 2004 年度以降の被災率は 0.3%と低い値で

あったことから埋戻し土の液状化対策工法が適切

に行われたものと推察される。 
 このことから、被災率が低く抑えられているの

は、埋戻し土の液状化対策工法が普及している効

果であり、有効に機能しているものと推測される。

なお、2004 年度以降の被災については、液状化対

策工法の未施工や施工方法の認識違い、特殊な被

災事例があったことを、地方公共団体へのヒアリ

ング、現地調査等で確認した。特殊な被災事例と

しては、下水道管路の本管で適切な施工が行われ

たものの、末端の公共ます及び取付管が液状化対

策工法未施工であったこと、かつ、傾斜地の低い

箇所で地下水位が高い状況であったことにより、

公共ます及び取付管で浮き上がり(写真-3 参照)が
発生したことで本管自体も引っ張られて被災した

ものと推察される。 
 図-2 は本地震の施工方法別被災延長を管種別に

集計したものである。推進工法の区間より開削工

法の区間での被災が顕著であり、全被災延長に対

する開削工法区間の割合は約 95%であった。これ

表-1 埋戻し土の液状化対策概念図(緊急提言当初)4) 

写真-3 公共ます浮上状況 図-1 布設年度別被災延長  
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は、推進工法に比べ開削工法が一般的に土被りの

浅い施工となり、地震による地盤変状の影響を受

けやすいことが考えられる。なお、図-3 のとおり

開削工法で施工された箇所の土被り 1.0～3.0m に

被害が集中しており、2016 年に発生した熊本地震

も同様の傾向であった。熊本地震では一般的に総

延長に対する開削工法区間の延長割合が高いこと

と、土被りが浅く、埋戻しの液状化など地盤変位

の影響を受けやすいためであったと考えられてい

る 5)。また、全被災延長に対する推進工法区間の

割合は全体の約 5%であり、これまでの地震であ

まり見られなかった推進工法用硬質塩ビ管が被災

してことが本地震における大きな特徴である。な

お、本地震における被災情報整理では布設工法別、

土被り別等において、被災しなかった下水道管路

も含めた各項目別の布設総延長を把握することが

困難であったため、被災率の算出までには至って

おらず、今後の課題の一つである。 
次に、コンクリート管の被災要因は主としてク

ラックや継手ズレが多く、その割合は全体の約

60%に及んでいる（図-4 参照）。この原因として

は、開削部・立坑部の埋戻し土（山砂）の締固め

不足に起因した地盤変状と推察される。また、塩

化ビニル管の被災要因については、ほぼたるみ・

蛇行であり、その割合は全体の約 85%であった(図
-5 参照)。 

図 -6 に下水道管路の微地形分類別被災延長を

集計した結果を示す。なお、過去の調査において

2016 年熊本地震のデータも同様に収集整理して

おり、本地震に加えてそのデータも含めるものと

する。被災した下水道管路は後背湿地、ローム台

地、火山山麗地、谷底低地に集中しており、治水

地形分類では後背湿地、土地分類基本調査図にお

いては扇状地性低地及び三角州性低地等での被災

が多い傾向にある。 
表 -2 に本地震、阪神・淡路大震災以降に発生

した最大震度 7 の地震(プレート型地震の東日本

大震災と震度階級設定が異なる阪神・淡路大震災

は除く)、最大震度 6 強及び 6 弱を計測した地震

における震度別の被災率をそれぞれ示す。本地震

における被災率は震度が大きいほど増大する傾向

にあり、その被災率は震度 7 で 20.1%、震度 6 強

で 7.8%、震度 6 弱で 0.1%であり、最大震度 7 を

記録した地震の被災率と最大震度 6 強及び 6 弱を

計測した地震の被災率においても同様の傾向がみ

られる。なお、どのケースも震度 6 弱以下は被災

率 1%以下と低い値となっているが、本研究にお

いては下水道管路の被災率は地盤状況等を考慮し

図-2 施工方法別被災延長 

図-4 コンクリート管被災傾向  図-5 塩化ビニル管被災傾向  

図-3 土被り別被災延長  
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ていないため、さらなる傾向分析が必要である。 
 

4．まとめ 

 本研究は、下水道管路地震被害データベースの

更新を目的に被災情報整理及びその結果に基づき

傾向分析を行った。その結果、埋戻し土の液状化

対策工法が提言された 2004 年度以降の被災率が

低く、工法普及の効果による有効性が推察された。

また、開削工法の土被り 1.0～3.0m で被害が集中

し、コンクリート管ではクラックや継手ズレ、塩

ビ管ではたるみ・蛇行の被災要因が主であった。

なお、これまでの地震ではあまり見られなかった

推進工法用硬質塩化ビニル管での被害を確認した。

次に、過去の地震も含めた被災率の整理では震度

6 弱以下の被災率が 1%以下と低い値であった。

なお、微地形区分では後背湿地、ローム台地、火

山山麗地、谷底低地に被害が集中していた。 
今後も大規模な地震発生時のデータ収集整理を

行うことでデータベースの充実を図り、傾向分析

を行う。また、傾向分析の結果は、国土技術政策

合研究所下水道研究室で開発中である地震発生時

に管路の被災率を算出するシステムの諸元値見 
直し等に利用し、精度向上に活用していきたい。 
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北海道
胆振東部地震

最⼤震度7の
地震

最⼤震度6強及び
6弱の地震

7 20.1 6.4
6強 7.8 2.6 2.0
6弱 0.1 0.5 0.2
5強 0.2 0.2 0.0

震度
被災率(%)

※2　阪神・淡路大震災及び東日本大震災は除く。

※1　阪神・淡路大震災以降の地震を対象としている。

表-2 最大震度別における各震度別の被災率  

図-6 下水道管路の微地形分類別被災延長  
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